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Abstract

Admission to nursery, especially to the same nursery, is extremely important for multiple families. 
However, we hear comments such as, “It is difficult to live day to day because we attend separate nurseries,” 
or “I gave up on returning to work because it was going to be at separate nurseries”. 

We conducted a fact-finding survey to determine to what extent multiples are actually attending separate 
nurseries, and what kind of support is available for them to enter nurseries. A questionnaire (17 questions and 
column for free description) was sent in June 2022 to maternal and child health officer in 1741 municipalities 
across the country, and responses were received by mail and online. There were 827 municipalities (47.5%) 
that responded.

In many municipalities, multiples are treated the same as other siblings in the exemption of expenses. 
On the other hand, a certain number of municipalities are actively providing assistance beyond the national 
standards. A certain number of municipalities also provide special consideration for multiples and multiple 
pregnancies in their point system for applications. It was also observed that a small number of multiples 
were actually admitted to separate nurseries. 
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Ⅰ．目的

多胎家庭にとって保育所への入所、特に同
じ保育所に入所できるかどうかは死活問題で
あるが、多胎家庭支援の現場では「多胎児が
別々の保育園に通っていて大変」、あるいは

「別々の保育園になりそうになって職場復帰
をあきらめた」等の声を聞くことがある。ま
た、ICOMBO（International Council of Multiple 
Birth Organisations）のメンバーからも日本に
おける多胎児の同一保育所への入所に関する
照会があったことから、実際どの程度多胎児
が別々の保育所等に通っているのか、あるい
は保育所等入所に関してどのような配慮があ
るのか、実態調査をすることとした。

Ⅱ．方法

1．	研究対象
全国の市区町村 1741 団体（e-Stat による）

の母子担当 1) 

2 .	 データ収集期間
2022 年 7 月 1 日から同年 8 月 15 日まで。

3．	データ収集方法
2022 年 6 月末に質問紙を返信用の封筒を同

封した上で郵送し、郵送及びオンライン
（Forms）で回答を得た（8 月 15 日締め切り）。

4．	調査内容
質問項目は、表 1 に示すように 18 項目であ

る。質問項目 1 から質問項目 4 までは、市区
町村の属性等に関する質問、質問項目 5 から
質問項目 16 までは、保育所等への入所に関す
る質問、質問項目 17 は ICOMBO のガイドラ
インに関する質問、質問項目 18 は自由記載で
あった。各質問項目は、行政関係者、保育士
等も含めた本研究に参加した研究チームにお
いて、実際に地域多胎ネットなどに寄せられ
ている多胎家庭の相談内容を反映するかたち
で作成した。

5．	分析方法
保育所等入所に関する質問への回答は、各

項目「はい」「いいえ」「回答できない」の三
件法を用い、「結果・考察」においてその実数
と割合を示した。また、⾃由記述欄における
記述に関しては、該当する回答項目への追記
や説明がある場合、適宜利用した。

6．	倫理的配慮
本研究は、金沢大学人間社会研究域「人を

対象とする研究」に関する倫理審査委員会の
承 認 を 受 け た も の で あ る（ 承 認 番 号
2021-64）。

Ⅲ．結果・考察

1．	回答団体の属性
回答数は 827（47.5%）。内訳は、特別区が

16 団体（23 団体中 70.0%）、政令指定都市が
13 団体（20 団体中 65.0%）、中核都市が 48 団
体（62 団体中 77.4%）、それ以外の市が 378 団
体（706 団体中 53.7%）、町が 297 団体（743
団 体 中 40.0%）、 村 が 75 団 体（189 団 体 中
39.7%）であった。今回の調査では、人口が多
い団体ほど回答率が高いという傾向が見られ
た。

以下、本報告では、質問項目のうち多胎家
庭の育児状況と密接な関係のある質問項目
6，7、8、9、10、11、12、13、14，15，16，
17 の回答結果をまとめる。

2．	調査結果と分析
表 2 に示したように、質問項目 6「あなた

の市区町村では，多胎家庭に対しての保育料
減免の制度がありますか？」に対して、「あ
る」と回答した団体が 265（回答した団体中
32.0％）、「ない」と回答した団体が 546（同
66.0％）、「回答できない」および未回答が 16
団体（同 1.9％）であった。「ある」と回答し
た中の 41 団体（同 5.0％）が全員を無料とす
る措置を行っており、80 団体（同 9.7％）が
国の基準 2) を上回る独自の制度で支援してい
ると具体的に回答した。本調査においては、

「多胎家庭に特化した保育料減免の制度」と明
示せず、単に「多胎家庭に対して」との立問
だったので、一般的な多子家庭への保育料減
免制度によって多胎家庭をカバーしている場
合でも「はい」と答えた団体が多数あったと
思われる。自由記載の欄に「多子世帯として
保育料を減免」「国の制度と同じ」「多胎児は
きょう

マ

だいし
マ

まいと同じという考え」と追記
している団体が散見されたように、多くの団
体が、少なくともこの項目に関しては、多胎
家庭への支援をいわゆる「多子家庭」「多子世
帯」への支援の枠組みで考えていると思われ
る。
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表 2　質問項目 6
（「あなたの市区町村では，多胎家庭に対しての保育料減
免の制度がありますか？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

保育料減免あり 265 32 .0%

保育料減免なし 546 66 .0%

回答できない・未回答 16 1 .9%

質問項目 7「あなたの市区町村では、「保育
所等利用調整基準」等において多胎家庭の入
所に際して点数（ポイント）を加点する制度
がありますか？」に関しては、267 団体（回
答した団体中 32.3％）が「ある」と回答し、
540 団体（同 65.3％）が「ない」、「回答でき

ない」および未回答が 20 団体（同 2.4％）で
あった（表 3）。前述の保育料減免制度では多
子世帯として扱っているが、ポイント制度等
において多胎家庭に対して特別な加点を行う
とした団体が 131（同 15.8％）、ポイント加点
ではないが同点の際に優先する団体も 1 団体
あった。多胎家庭に対してもあくまで同時入
所申し込みや同一施設入所申し込みを条件に
する団体がある一方、多胎児一人だけであっ
ても加算する団体もあった。また、児に対す
る加点ではなく、多胎妊娠に対して加点を設
けている団体が 9 団体あり、それぞれの団体
が工夫して支援を行っている様子が伺われ
た。

表 1　調査質問項目
属性等に関する質問 1市区町村名

2記入担当部署名

3「あなたの市区町村はどれにあてはまりますか？」3 )

4「あなたの市区町村に設置されている認定子ども園、特定地域型保育事業所を含
む認可保育所(園)等児童福祉施設（以下、『保育所等』と記載）の数はどの程度
ですか？（〇をお付けください：以下同じ）」

保育所等入所に関する質問 5「あなたの市区町村には、2022年4月1日現在、保育所等の待機児童はいますか？」

6「あなたの市区町村では、多胎家庭に対しての保育料減免の制度がありますか？」 

7「あなたの市区町村では、『保育所等利用調整基準』等において、多胎家庭の入
所に際して点数（ポイント）を加点する制度がありますか？」
8「あなたの市区町村では、『6』の保育料減免や『7』の加点以外に、多胎児の入
所を優先する制度がありますか？」
9「あなたの市区町村には、兄弟姉妹を同じ保育所等にする方針がありますか？」

10「あなたの市区町村には、多胎児を同じ保育所等にする方針がありますか？」

11「あなたの市区町村では、保護者が希望していないのに、兄弟姉妹が別々の保
育所等に入所することがありますか？」
12「あなたの市区町村では、保護者が希望していないのに、多胎児が別々の保育
所等に入所することがありますか？」
13「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には、『兄弟姉妹が同じ保育所等に
ならなくてもよい』との同意を得るような項目がありますか？（例：『別施設になっ
ても入所を希望』チェック欄等）」
14「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には、『多胎児が同じ保育所等にな
らなくてもよい』との同意を得るような項目がありますか？（例：『別施設になっ
ても入所を希望』チェック欄等）」
15「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には、『兄弟姉妹が同時に入所を希
望する場合、その一部しか入所できなくてもよい』と同意を得るような項目があ
りますか？（例：『同時期に入所できる場合のみ入所を希望』チェック欄等）」
16「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には、『多胎児の一部しか入所でき
なくてもよい』と同意を得るような項目がありますか？（例：『同時期に入所でき
る場合のみ入所を希望』チェック欄等）」

ICOMBOのガイドラインに関する質問 17「同じクラス・保育所等に入ることが幼児期の多胎児にとって極めて重要＊であ
ることをご存じですか？＊国際多胎組織協議会（ICOMBO）『ふたご・多胎児の権利
の宣言とニーズの声明』」

自由記載 18「自由記入欄（その他、多胎家庭支援関係について自由にお書きください）」

3
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表 3　質問項目 7
（「あなたの市区町村では、「保育所等利用調整基準」等
において多胎家庭の入所に際して点数（ポイント）を加点
する制度がありますか？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

加点する制度あり 267 32 .3%

加点する制度なし 540 65 .3%

回答できない・未回答 20 2 .4%

質問項目 8「あなたの市区町村では，『6』の
保育料減免や『7』の加点以外に，多胎児の入
所を優先する制度がありますか？」に関して
は、40 団体（4.8%）が「ある」と回答し、776
団体（93.8%）が「ない」、「回答できない」お
よび未回答が 11 団体（同 1.3％）であった

（表 4）。「ある」と回答した団体において、「あ
る場合は具体的にお書きください」に対して
34 団体が具体的な記述を行った。具体的な例
としては「同点の場合、多胎児を優先する」
が一番多く 18 団体、「同時申請の場合優先す
る」が 5 団体、「すでに兄弟姉妹が利用してい
る場合優先」、「双子や 3 人以上未入所児がい
る世帯を優先」が各 1 団体、また「保護者の
相談に応じ必要があれば優先する」と柔軟な
対応を示した団体が 1 団体、「産後 6ヶ月の時
点で育児休暇中であれば復帰の時期に関係な
く継続利用していただくことが可能（退園を
求めていない）」や「出産要件で入所の場合、
期間は出産予定日の属する月を挟んで前後 2
箇月の合計 5 箇月のところ、多胎児の場合は
前後 3 箇月の合計 7 箇月」等と独自な優遇措
置を示した団体もそれぞれ 1 団体あった。

表 4　質問項目 8
（「あなたの市区町村では，『6』の保育料減免や『7』の
加点以外に，多胎児の入所を優先する制度がありますか？
」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

制度あり 40 4 .8%

制度なし 776 93 .8%

回答できない・未回答等 11 1 .3%

質問項目 9「あなたの市区町村には、兄弟
姉妹を同じ保育所等にする方針があります
か？」に対しては、「ある」と回答した団体が
287（回答した団体中 34.7％）、「ない」と回答
した団体が 517（同 62.5％）、「回答できない」、

「その他」および未回答が 23 団体（同 2.8％）
であった（表 5）。一方、質問項目 11「あなた
の市区町村では，保護者が希望していないの

に，兄弟姉妹が別々の保育所等に入所するこ
とがありますか？」に関しては、「ある」が
145 団体（同 17.5％）、「ない」が 670 団体（同
81.0％）、「回答できない」および未回答が 12
団体（同 1.5％）であった（表 6）。また、「あ
る」に該当する家庭の具体数に関して 2020 年
度と 2021 年度の 2 年間の実績を聞いたとこ
ろ、表には⽰さないが、「把握していない」が
80 団体（「ある」の 55.2％）、「回答できない」

「具体数の未記入」が 11 団体（同 7.6％）、2020
年度と 2021 年度ともに 0 家庭が 8 団体（同
5.5％）であった。2020 年度では、「ある」と
回答した団体において該当する家庭数の最小
数が 1 家庭、最大数が 221 家庭、2021 年度で
は、「ある」と回答した団体において最小数が
1 家庭、最大数が 219 家庭であったが、多く
の団体では数家庭程度であった。

質問項目 10「あなたの市区町村には、多胎
児を同じ保育所等にする方針があります
か？」に対して、「ある」と回答したのが 209
団体（回答した団体中 25.3％）、「ない」と回
答したのが 591 団体（同 71.5％）、「回答でき
ない」、「その他」および未回答が 27 団体（同
3.3％）であった（表 7）。今回の調査における
立問では、兄弟姉妹を同じ施設に入所させる
方針がなくても多胎児に関しては特別に同じ
施設に入所させるのか、あるいは多胎児への
配慮が兄弟姉妹一般の配慮に包含されている
という認識なのかは判断できないが、少なく
とも回答した市区町村の 4 分の 1 が同じ施設
への入所を配慮していると言える。一方、質
問項目 12「あなたの市区町村では，保護者が
希望していないのに、多胎児が別々の保育所
等に入所することがありますか？」の設問に
関しては、「ある」が 59 団体（同 7.1％）、「な
い」が 743 団体（同 89.8％）、「回答できない」
および未回答が 25 団体（同 3.0％）であった

（表 8）。この項目に該当する具体的な家庭数
に関して 2020 年度と 2021 年度の 2 年間の実
績を聞いたところ、2020 年度と 2021 年度と
もに 0 家庭が 23 団体（「ある」の 39.0％）、
2020 年度に「ある」と回答した団体において
該当する家庭が 1 家庭の団体が 1 団体、2021
年度に「ある」と回答した団体において該当
する家庭が 1 家庭の団体が 2 団体。「把握して
いない」が 28 団体（同 47.5％）、「回答できな
い」が 6 団体（同 10.2％）であった。本調査
においては、別々の施設に入所している家庭
の具体数は少なかったが、少なくとも一定数
の市区町村において多胎児が別々の施設に入
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所している実態が確認されたと言える。また、
別々の保育所に入所している多胎児の具体数
を「把握していない」と回答した団体やそも
そも本調査に回答しなかった団体において
も、別々の保育所等に入所させざるを得ない
家庭が存在するのではないかと推測される。

表 5　質問項目 9
（「あなたの市区町村には、兄弟姉妹を同じ保育所等にす
る方針がありますか？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

方針あり 287 34 .7%

方針なし 517 62 .5%

回答できない・未回答等 23 2 .8%

表 6　質問項目 11
（「あなたの市区町村では，保護者が希望していないの
に，兄弟姉妹が別々の保育所等に入所することがあります
か？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

入所することあり 145 17 .5%

入所することなし 670 81 .0%

回答できない・未回答 12 1 .5%

表 7　質問項目 10
（「あなたの市区町村には、多胎児を同じ保育所等にする
方針がありますか？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

方針あり 209 25 .3%

方針なし 591 71 .5%

回答できない・未回答等 27 3 .3%

表 8　質問項目 12
（「あなたの市区町村では，保護者が希望していないの
に、多胎児が別々の保育所等に入所することがあります
か？」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

入所することあり 59 7 .1%

入所することなし 743 89 .8%

回答できない・未回答 25 3 .0%

項目 13「あなたの市区町村の保育所等入所
申請書等には，『兄弟姉妹が同じ保育所等にな
らなくてもよい』との同意を得るような項目
がありますか？（例：『別施設になっても入所
を希望』チェック欄等）」に関しては、「ある」
と回答した団体が 323（回答した団体中 39.1
％）、「ない」と回答した団体が 496（同 60.0

％）、「回答できない」とした団体はなく、未
回答が 8 団体（同 1.0％）であった（表 9）。一
方、質問項目 14「あなたの市区町村の保育所
等入所申請書等には，『多胎児が同じ保育所等
にならなくてもよい』との同意を得るような
項目がありますか？（例：『別施設になっても
入所を希望』チェック欄等）」に対しては、「あ
る」と回答した団体が 153（同 18.5％）、「な
い」と回答した団体が 668（同 80.8％）、「回
答できない」とした団体はなく、未回答が 6
団体（同 0.7％）であった（表 10）。

表 9　質問項目 13
（「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には，『兄
弟姉妹が同じ保育所等にならなくてもよい』との同意を得
るような項目がありますか？（例：『別施設になっても入
所を希望』チェック欄等）」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

同意項目あり 323 39 .1%

同意項目なし 496 60 .0%

未回答 8 1 .0%

表 10　質問項目 14
（「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には，『多
胎児が同じ保育所等にならなくてもよい』との同意を得る
ような項目がありますか？（例：『別施設になっても入所
を希望』チェック欄等）」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

同意項目あり 153 18 .5%

同意項目なし 668 80 .8%

未回答 6 0 .7%

また、質問項目 15「あなたの市区町村の保
育所等入所申請書等には，「兄弟姉妹が同時に
入所を希望する場合，その一部しか入所でき
なくてもよい」と同意を得るような項目があ
りますか？（例：「同時期に入所できる場合の
み入所を希望」チェック欄等）」に関しては、

「ある」と回答した団体が 294（回答した団体
中 35.6％）、「ない」と回答した団体が 526（同
63.6％）、「回答できない」としてものはなく、
未回答の団体が 7（同 0.8％）であった（表 11）。
このチェック欄も兄弟姉妹の一部入所の可能
性を前提とするものとなっている。一方、質
問項目 16「あなたの市区町村の保育所等入所
申請書等には，「多胎児の一部しか入所できな
くてもよい」と同意を得るような項目があり
ますか？（例：「同時期に入所できる場合のみ
入所を希望」チェック欄等）」に関しては、「あ
る」と回答した団体が 139（同 16.8％）「ない」
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と回答した団体が 681（同 82.3％）、「回答で
きない」とした団体はなく、未回答の団体が
7（同 0.8％）であった（表 12）。

表 11　質問項目 15
「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には，『兄弟
姉妹が同時に入所を希望する場合，その一部しか入所でき
なくてもよい』と同意を得るような項目がありますか？（
例：『同時期に入所できる場合のみ入所を希望』チェック
欄等）」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

同意項目あり 294 35 .6%

同意項目なし 526 63 .6%

未回答 7 0 .8%

表 12　質問項目 16
（「あなたの市区町村の保育所等入所申請書等には，『多
胎児の一部しか入所できなくてもよい』と同意を得るよう
な項目がありますか？（例：『同時期に入所できる場合の
み入所を希望』チェック欄等）」）の回答（n=827）

回答項⽬ n %

同意項目あり 139 16 .8%

同意項目なし 681 82 .3%

未回答 7 0 .8%

一般の兄弟姉妹に関する質問項目である
13 および 15 と、多胎児に関する質問項目で
ある14および16を比較するとわかるように、

「多胎児が同じ保育所等にならなくてもよ
い」、あるいは「一部しか入所できなくてもよ
い」との同意項目を設けている団体は、兄弟
姉妹の場合よりは少ない。すなわち、「別施設
になっても入所を希望」のチェック欄がある
と回答した団体は、一般の兄弟姉妹の場合の
42.7％に対して多胎児の場合は 18.5％であっ
た。また、「一部しか入所できなくてもよい」
と同意を得るような項目を設けている団体
は、一般の兄弟姉妹の場合の 35.6％に対して
多胎児の場合は 16.8％であった。しかし、こ
うした同意項目は、別々の施設への入所や一
部の児だけの入所を許容する前提となる、あ
るいは別々の施設への入所や一部の児だけの
入所の可能性を自治体が担保する根拠となる
のではないかと危惧される。またそれだけで
はなく、こうした項目があることによって多
胎家庭の養育者等が、「同じ施設にならなかっ
たらどうしよう」、「二人のうち一人しか入所
できなかったらどうしよう」と、不安を募ら
せることになるのではと支援現場の観点から
憂慮せざるを得ない。

質問項目 17「同じクラス・保育所等に入る
ことが幼児期の多胎児にとって極めて重要 4) 
であることをご存じですか？」には、「知って
いる」と回答した団体が 218（回答した団体
中 26.4％）、「知らない」と回答した団体が 500

（同 60.5％）、「回答できない」および未回答が
109 団体（同 13.2％）であった。筆者らが調
査前に予想した以上に「知っている」と回答
した団体があった（表 13）。

表 13　質問項目 17
（「同じクラス・保育所等に入ることが幼児期の多胎児に
とって極めて重要であることをご存じですか？」）の回答
（n=827）

回答項⽬ n %

知っている 218 26 .4%

知らない 500 60 .5%

回答できない・未回答 109 13 .2%

Ⅳ．まとめ

本調査で示されたように、多くの市区町村
では、多胎児は減免制度において他の兄弟姉
妹と同じ扱いをされている一方で、積極的に
国の基準を超えた支援 5) を行っている市区
町村が存在する。また、入所のための指数・
ポイント制などにおいて、多胎児および多胎
妊娠に特化した配慮を工夫して行っている市
区町村も一定数ある（たとえば、「加点あり」
との回答団体は 267 団体）。　

他方、少数ながら多胎児が別々の施設に入
所しているケースが存在することが確認され
た（質問項目 12 の「保護者が希望していない
のに、多胎児が別々の保育所等に入所するこ
とがありますか」に対して、「ある」と 59 団
体が回答）。日本多胎支援協会では、今回のア
ンケート調査に回答しなかった複数の自治体
においても、児が別々の施設に入所している
ケースを把握しているが、今回のアンケート
調査において改めて、多胎児が別々の施設に
入所しているという厳しい現実が再確認され
たと言える。

さらに、かなりの市区町村が、入所申請書
に別々の施設への入所や一部だけの子ども

（特に多胎児）の入所の同意に関する項目を設
けている（質問項目 14 及び 16）。このことが、
別々の施設への入所や一部の子どもだけの入
所を許容する根拠になることを危惧する。前
述のように、こうした項目によって不安感や
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困難感を必要以上に募らせる多胎家庭があり
うるので、迅速な改善を望みたい。

一方で、多くの市区町村が「同じクラス・
保育所等に入ることが幼児期の多胎児にとっ
て極めて重要」との「ふたご・多胎児の権利
の宣言とニーズの声明」（ICOMBO）を認識し
ている様子が伺えた。この認識が広がり、今
後の行政の対応につながることを期待した
い。

註  
	1	)	 市区町村は、 https://www.e-stat.go.jp/municipalities/

number-of-municipalities等による。なお、保育所等に
関する市区町村の担当は多様である。今回の調査で
は、行政関係者と相談し、「母子担当」という宛先で
調査を行った。

	2	)	家計所得による軽減措置の他、一般に、教育標準
時間（1号）認定では、小学校3年以下の範囲にお
いて、最年長の子どもから順に2人目は半額、3人目
以降は無料、教育標準時間（2号・3号）認定では、
小学校就学前の範囲において、特定教育・保育
施設等を同時に利用する最年長の子どもから順
に2人目は半額、3人目以降は無料となる。「子ども
子育て支援法」第27条（https://elaws.e-gov.go.jp/
document?lawid=424AC0000000065）、および「子ど
も・子育て支援法第27条等の規定による費用徴収規
則」　第4条（保育料の減免）（https://www1.g-reiki.
net/town.shoo/reiki_honbun/m266RG00000400.
html#e0000000）参照。

	3	)	政令指定都市、中核都市、市区町村等、設置形態を
問う質問項目

	4	)	国際多胎組織協議会（ICOMBO）「ふたご・多胎児の
権利の宣言とニーズの声明」に拠ることを明記した。

	5	)	注2参照。
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